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は じめに
株主が,所 有する株式を第三者に譲渡する場合,そ の株式が資本資産で
あれば,利 得はキャピタルゲインになる。 しかし,株主(譲 渡者)が,譲







ことを阻止 しようとするものである。 したが って,こ の規定の適用は,個
人株主が株式を譲渡 して,普 通所得として課税される配当金よりも税率の











取 った金額 と償還された株式の税務基礎額との差額を利得 として認識する
ので,株式を譲渡 した時の課税と変わりがない。しかし,後者の場合には,
分配を受けた金額がまずは配当とみなされるので,取 引の形式 とは著 しく
異なった課税を受けることになる。
本稿は,1997年改正税法(TaxpayerReliefActof1997,以下19 7年









































また,あ る者によって(ま たはある者のために)会 社の株式の価値の
50%以上が,直接 ・間接に所有 されている場合には,当該会社はある者に
よって(ま たはある者のために)直 接 ・間接に所有されている株式を所有
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しているものとみなす(§318(a)(3)(C))。ただし,この §318のみなし所

































§304の適用 によ り株式 の譲渡が償還 による分配 とみ なされ る場合 には,
その分配 はほとん どが この §301の分配 に該 当す る(7)。この場合,(1)の配
当は,ま ず取得会社 のE&Pま で,そ れを超 える場合 は発行会社 のE&P
を限度 にな された ものと して扱われ る(§304(b)(2))。
§304とこれに関連す る内国歳入 法の適用関係 を図解す る と前頁 のよ う
にな る。
③ 税務基礎価額 の減額
譲 渡会社 は,受 け取 った配 当金 について §243の適用 によ り受取配 当金
の控除(dividendsrecieveddeduction,以下DRDと 略記す る。)を受 け
ることがで きるため,受 け取 った譲渡収入 の大部分 は非課税 とな る(8)。
また,譲 渡会社が取得 した とみな され る取得会社 の株式 の税務 基礎価額
は,譲渡 した発行会社 の税務基礎価額 と同額 になる(§358(a)(1))(9)。しか
し,償 還 で配 当金 とみなされた額 は,株 式の所有期間 にかかわ らず §1059
(a)が適 用 され る特別 配 当 金(extraordinarydividends))(1°)にな る(§
1059(e)(1)(A))。したが って,譲 渡会社 はDRDの 金額 を,取 得 したとみ
なされ る取 得会社 の株式 の税務基礎価額 か ら減額 しな けれ ばな らな い(§
1059(a)(1))。この場合,減 額 すべ き株式の税務基礎価額 は,償 還 され た
株 式 の税務 基 礎価 額 を限 度 とす る(§§1059(a)(1),1059(e)(1)(A)
(iii))。DRDの金額がその株式の税務基礎 価額 を超過 す る場 合 には,譲 渡
会社 はその超過額 を特別配 当金 を受 け取 った課税年度の キ ャピタルゲイ ン
と して認識す る(§1059(a)(2))qD。












いずれの場合 も,償還 したとみなされる者 は,株式の実際の発行会社で
はなく取得会社である。









①Cに は十分 なE&Pが あ るので,
れ る。したが って,Aは$45[$225-(80%×$225)]の課 税所得 を認 識
す る。
②§351のみな し取引 により,Aは 税務基礎価額が$200(20株のB株
式 のAに お ける税務基礎価額)のC株 式 を所有 す るとみな され る。この税
務基礎価額 はDRDだ け減額 されて$20[$200-(80%×$225)]にな
る。 しか し,実 際 には,AはC株 式 を所有 していな いので,減 額後 の この
C株 式 の税務基礎価額 は,Aが 所有 する残 り50株 のB株 式 の税務基礎価
額 に含め る。 したが って,Aが 所有す る50株 のB株 式 の税務基礎価額 は
$520($20+$500)にな る。











②Aに おけるB株 式(譲 渡後の50株)
の税務基礎価額520






























この取引 は §351取引 とみな され るので,Aは 実 際に はC株 式 を所有 し
ていないに もかか わ らず,C株 式 を所有す るとみなされる。 このC株 式 の
税 務 基礎 価額 は,AがBに 譲 渡 したB株 式 の税 務基 礎 価 額$200か ら
DRD$180を控 除 した$20に なる。 したが って,分 配額 とみな され る売
却額$1,000のうち この$20は 投資 の回収で ある。E&Pに 達 す るまでの
分配額$225は 配 当 になるので,残 余 の$775か ら投資 の回収額$20を
控除 した額$755が キ ャピタルゲイ ンになる。
〈ケース2の 説 明〉㈹
Aは 分配 額$1,000のうち,配 当$400に っいてDRD$320を 控 除 し
た$80を 普通所得 と して認識す る。§1059(a)(2)によれば,DRDがAの
所 有 していた20株 のB株 式 の税務基礎 価額 を超 え る額$120($320-
200)はAの キ ャ ピ タル ゲ イ ンで あ る。分 配 額 の うち配 当 以外 の残 り
$600($1,000-$400)もキ ャピタルゲイ ンであ る。 したが って,キ ャ




















③Aに おけるB株 式(譲 渡後50株)
の税務基礎価額500








































Aは 分配額$1,000のうち,配 当$225にっ いて,DRD$180を 控 除 し
た$45を 普 通所得 と して認識す る。Aが 実際 に所 有す るC株 式 の税務基
礎 価額 は$720[$700+($200-180)]にな る。 したが ってAの 投 資回
収額 は$720,キ ャ ピタルゲイ ンは$55[$1,000-($225+$720)]で
あ る。
〈ケース4の 説明〉(20)
Aは 分配額$1,000のうち,配 当$400に っ いてDRD$320を 控除 し
た$80を 普通所得 と して認識す る。§1059(a)(2)によれば,DRDがAの
所有 して いた20株 のB株 式 の税 務基礎価 額 を超 え る額$120($320-
200)はAの キ ャピタルゲ インであ る。 分配額 の残 り$600($1,000-
$400)は,Aが 所有す るC株 式 の税務基礎価額$700を 下 回 るため,投
資の回収 とな る。
ケー ス3と ケー ス4の いずれにおいて も,株 主 はキ ャピタルゲイ ンの計
算 において,償 還 され るC株 式の税務基礎価額の全部が回収 され るまで利
得 を認識 しない。これは,償 還が §301の分配 とみなされ る場合 に は,株主
は,同 一種類 の株式 の税務基礎価額 を全部回収す るまで利得 を認識 しない















(譲渡者)が 償還される親会社の株式を実際に所有 している。 したがって,
§1059の適用上,兄 弟会社間における株式譲渡のように,取 得会社が §










Aの 所有 するB株 式 の1株 当たりの税務基礎価額 は$10であ
る。
②BはCの 発行済み株式総数100株のうち70株を所有 している。






②Aに おけるB株 式(譲 渡後の50株)
の税務基礎価額520
③Cに おけるB株 式(譲 渡された20株)
の税務基礎価額225
① この取引は親会社Bか らその株主Aへ の分配 とみなされる。Cに は
十分なE&Pが あるので,Aは$225の配当を受けたものとみなされる。
したがって,DRD後で$45の課税所得が発生する。
②AがCに 譲渡 した20株のB株 式の税務基礎価額$200は,DRDを
減額 して,残 りのB株 式の税務基礎価額に加算する。したがって,Aが 所
有する500株のB株 式の税務基礎価額 は$520[$500+$20($200-
$180)]になる。





























Aは 分配額$1,000のうち,配 当$225に っ いて,DRD$180を 控除 し
た$45を 普通所得 と して認 識す る。E&Pを 超 え る分配額 はAに お ける
B株 式 の税務基礎 価額 を限度 に投資 の回収 で ある。Aが 所有 す る残 り50
株 のB株 式 の税務 基礎価 額 は$520[$500+($200-180)]にな るの
で,Aの 投資 の回収額 は$520で ある,し たが って,キ ャピタルゲイ ンは
$255[$1,000-($225+$520)]となる。
〈ケー ス6の 説 明〉(26)
Aは 分配額$1,000のうち,配 当$400に っ いてDRD$320を 控 除 し
た$80を 普通所得 と して認識す る。§1059(a)(2)によれ ば,DRDがAの
所有 して いた20株 のB株 式の税務 基礎価額 を超 え る額$120($320-
200)はAの キャ ピタルゲ イ ンであ る。分配額の うち,Aが 所有す るB株
式 の残 り50株 の税務基礎価額$500ま で は投資 の回収 で ある。分配額 か
ら配 当 と投 資の回収 を控 除 した額$100[$1,000-($400+$500)]は













礎価額 はケース別に異なる。設例1で は償還 したとみなされるC株 式を
Aは所有 していないので,DRD減額後のC株 式の税務基礎価額$20を,
残 りのB株 式の税務基礎価額 に加算する。 設例3で はAがC株 式を実際
に所有 しているので,こ の$20はC株 式の税務基礎価額に加算する。 設
例5で は償還 されたとみなされる株式はB株 式であるため,DRD減 額後
のB株 式の税務基礎価額$20を,残 りのB株 式の税務基礎価額に加算す
る。















償還 される株式を実際に所有 している設例4と6の 場合には,償還 される
株式のみでなく,株主が所有する同一種類の株式の全部の税務基礎価額を





また,DRDが償還す る株式の税務基礎価額を超える場合 には(付 表1
の皿参照),その超過額(本 設例では$120)はキャピタルゲインになる。
したがってキャピタルゲインの金額は,譲渡価額か ら配当金及び投資の回



















(5)外国会 社 は連 結 納 税 グル ー プの メ ンバ ーで は な い。 した が って,§304は外 国
の関 係 会 社 間 の株 式 譲 渡 や,米 国 の 関 係 会 社 と外 国 の 関 係 会 社 の間 の株 式 譲 渡
に も適 用 が あ る。(AmyF.Eisenberg,Section304BeforeandAfterTRA
'97
,JournalofCorporateTaxation,Spring1999,p.26)





(8)DRDの 控 除 割 合 は株 式 の所 有 割 合 に よ り次 の よ うに 異 な る(§§243(a),243
(c))o
(1}株式 の所 有 割 合 が20%未 満 の 場 合 は受 取 配 当金 の70%
(2)株式 の 所 有 割 合 が20%以 上80%未 満 の 所 有 割 合 の 場 合 は 受 取 配 当金 の
80%
(3)株式 の所 有 割 合 が80%以 上 の 場 合 は受 取 配 当 金 の 全 額
(9)AmyF.Eisenberg,op.cit.,p.30.
(10)特別 配 当 金 と は,原 則 と して,所 有 株 主 の 株 式 の 税 務 基 礎 価 額 の10%以 上
(優先 株 式 の場 合 は5%以 上)の 配 当 を い う(§1059(c)(1),(2))。法 人 が,配 当
宣 言 日前 に2年 を 超 え て い な い株 式 につ い て特 別 配 当金 を受 け取 る と,当 該 株
式 の税 務 基 礎 価 額 は配 当 金 の う ち課 税 され な か っ た金 額 だ け減 額 しな けれ ば な
らな い(§1059(a)(1))。従 来,§304の 償 還 に よ る分 配 に §1059の適 用 が あ る
か ど うか は必 ず し も明 らか で な か った が(AmyF.Eisenberg,op。Clt.,p.25.参
照),1997年改 正 法 に よ り そ の適 用 が 明 確 に さ れ た。
(lu1997年改 正 法 前 にお い て は,課 税 され な か った 配 当金 の額 が 当該 株 式 の 帳
簿 価 額 を超 過 す る場 合 に は,そ の超 過 額 は株 式 を 売 却 す る課 税 年 度 の キ ャ ピ タ
ル ゲ イ ンと な っ た。 そ の た め,そ の超 過 額 は 当 該株 式 を 実 際 に 売 却 す る まで 課
税 を 繰 り延 べ る こ とが で きた(1997年 改 正 法 前 の §1059(a)(2))。
(12DRDの 額 の決 定 に際 して 取 得 会 社 の株 主(譲 渡 会 社)に §318のみ な し所 有
規 定 を 適 用 す べ きで あ る と い う見 解 に従 った。 この 見解 に よ れ ば,AはXを 媒
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介 に し てCの 株 式 を70%所 有 し て い る と み な さ れ る の でDRDの 額 は80%に
な る 。 み な し 所 有 規 定 の 適 用 が な け れ ばAはCの 株 式 を 所 有 し て い な い の で
DRDの 額 は70%と な ろ う。















theAftermathofTRA'97,0p.cit.,p.170.なお,ピ ー タ ー ・P・ ワ イ デ ン ブ
ル ッ ク,カ レ ン ・C・ バ ー ク 著,高 橋 真 一 訳 『ア メ リ カ 法 人 税 法 』 木 鐸 社,1996
年,112頁 に も 次 の 記 述 が あ る 。 「法 律 上,完 全 に 明 ら か で は な い が,法 律 の 文
言 か ら は,株 主 は,分 配 額 を,(償 還 さ れ た 株 式 だ け で な く)そ の 所 有 す る 全 て
の 株 式 に 対 す る も の と扱 っ て,全 て の 株 式 の 取 得 原 価 の 合 計 額 を 超 え た 部 分 の






























n.譲 渡 価 額$1,000,E&P$225
















皿.譲 渡 価 額$1,000,E&P$400




(注1)設例 番号2-1とは設例2の 〈ケー ス1>の こと。以下同 じ。
(注2)普通所得 とキ ャピタルゲ インの合計額
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